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今般の中東情勢の緊迫化により、我が国においては燃料油価格の高騰や安定供給

への不安や懸念はおろか、実際に石油由来製品等の流通の目詰まりが生じるなど、

先行きが見通せない状況が継続しています。こうした中、国においては、総理のリ

ーダーシップのもと、原油の代替調達に向けた働きかけや、流通の目詰まり解消に

向けた取組を進めておられ、心より敬意を表します。 

本県においても、中小・農業事業者向けの相談窓口をいち早く設置するとともに、

状況把握のためのヒアリングなどを行ってまいりました。県内企業からは、「重油、

ナフサ関連製品の価格高騰により、取引先に値上げを要請しているが、抵抗が大き

く難航している」、「大手企業による買い占めにより、資材が入荷せず生産に支障

が出ており、最悪の場合倒産の懸念がある」といった声も届いています。 

岐阜県は、繊維、陶磁器、家具・木工、刃物、紙、プラスチック、食品など様々

な地場産業を特色とし、中小事業者が 99.9%を占めています。こうした中小とりわ

け零細企業においては、十分な資材等の在庫を持つことは容易ではなく、必要な資

材等の調達が見通せないため、工場の稼働を停止せざるを得ない事態が差し迫って

おります。 

特に、アセトンやシンナー類など、塗装に必要な溶剤の供給途絶は、最終製品の

生産に致命的な影響を与え、多くの木工や陶磁器、刃物産業が苦境に陥ることが懸

念されます。このように、燃料油価格の高騰や石油関連資材の流通の目詰まりは、

既に県内経済に大きな影響を及ぼしつつあり、今後の電力・燃料需要の動向いかん

によっては県民生活も含め、地域経済全体の停滞を招くおそれがあります。 

以上を踏まえ、県としては、引き続き、国と緊密に連携し、この国難を乗り越え

ていく所存ですが、国においても、県内事業者の安定的な事業継続及び安全・安心

な県民生活の確保に向け、下記の事項について検討いただくよう強く要望します。 

記 

○ 事業者への支援の充実 

（１）医療機関、介護・障害福祉サービス事業者等への財政支援として、

臨時的な診療・介護報酬等の改定、及び補助制度の創設・拡充。 

 

（２）事業活動の縮小を余儀なくされた事業者に対する、雇用調整助成

金の要件を緩和した特別枠（特例）の設置。    

 


